
社会福祉法人　至誠会福祉会

（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金

現金預金 福岡銀行/福岡流通センター支店　他 特養資金　他 48,730,967

小計 48,730,967

事業未収金 介護保険給付請求額　2・3月分　他 特養給付未収金　他 112,187,027

小計 112,187,027

貯蔵品 期末在庫 オムツ　他 2,509,411

小計 2,509,411

立替金 利用者分 診療代　他 55,520

小計 55,520

前払費用 リサイクル料 日産キャラバンチェアキャブＭ　他 50,280

小計 50,280

0 0 163,533,205

土地 久山町大字猪野池ノ浦1610-40 本館　他 190,470,406

小計 190,470,406

建物 本館　他 2002年度 特養　他 1,802,615,046 605,562,970 1,197,052,076

小計 1,197,052,076

1,802,615,046 605,562,970 1,387,522,482

建物 ガス設置工事一式　他 2002年度 ガス使用　他 30,840,780 9,841,993 20,998,787

小計 20,998,787

構築物 駐車場（職員用）　他 職員駐車場　他 36,475,846 23,737,188 12,738,658

小計 12,738,658

機械及び装置 カルキ取装置 飲料水　他 2,520,000 2,419,197 100,803

小計 100,803

車輌運搬具 日産キャラバンチェアキャブＭ　他 送迎　他 17,626,234 17,437,854 188,380

小計 188,380

器具及び備品 カリストエース　他 利用者　他 79,957,966 74,953,759 5,004,207

小計 5,004,207

有形リース資産 温冷配膳車 特養　他 17,513,650 6,477,757 11,035,893

小計 11,035,893

ソフトウェア 介護ソフト　けあ樹 特養　他 2,159,850 0 2,159,850

小計 2,159,850

投資有価証券 出資金　福岡振興事業組合 出資金 10,000

小計 10,000

差入保証金 中央液化ガス（有） 他 LPガス保証金　他 57,300

小計 57,300

その他の固定資産 電話加入権 電話 226,800

小計 226,800

187,094,326 134,867,748 52,520,678

1,989,709,372 740,430,718 1,440,043,160

1,989,709,372 740,430,718 1,603,576,365

短期運営資金借入金 0

小計 0

事業未払金 西部ガスエネルギー㈱　他 19,753,845

小計 19,753,845

１年以内返済予定設備資金借入金 独立行政法人　福祉医療機構　他 17,987,000

小計 17,987,000

１年以内返済予定長期運営資金借入金 福岡銀行　福岡流通センター支店 18,774,000

小計 18,774,000

１年以内返済予定リース債務 東京センチュリー㈱ 2,137,740

小計 2,137,740

未払費用 職員給与　3月分 32,093,635

小計 32,093,635

預り金 入居者預り敷金 1,800,000

小計 1,800,000

職員預り金 住民税　他 1,605,195

小計 1,605,195

0 0 94,151,415

設備資金借入金 独立行政法人　福祉医療機構　他 252,980,000

小計 252,980,000

長期運営資金借入金 福岡銀行/福岡流通センター支店 67,090,000

小計 67,090,000

リース債務 東京センチュリー㈱ 8,148,030

小計 8,148,030

0 0 328,218,030

0 0 422,369,445

1,989,709,372 740,430,718 1,181,206,920

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・「貸借対照表価額」欄は、「取得価額」欄と「減価償却累計額」欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ「取得年度」欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輛運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輛番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

財　　　　　産　　　　　目　　　　　録

貸借対照表科目

令和5年3月31日現在

流動資産合計

　２　固定資産

　（１）　基本財産

基本財産合計

　（２）　その他の固定資産

負債合計

差引純資産

その他の固定資産合計

　１　流動負債

流動負債合計

　２　固定負債

固定負債合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部
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